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日本の戦前期地方財政

戦前の地方財政

⚫ 乏しい財源で教育・土木を提供し，兵事・徴税など末端
行政機関として近代化に貢献

⚫ 経済ショック
– 初期議会における藩閥と民党

– 日清・日露戦後経営との関わり

– 第一次大戦のブームと反動不況

– 昭和恐慌と戦時体制への移行

どのような政策対応をとり，いかに通時的な予算制約を満た
したか．

Motivation●○ model/data○○ result○○ discussion○○ concluding○○
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研究史の回顧

⚫ 見解の隔たりと財政史への関心の相対的低下
– 一貫した「官治性と中央集権制」，藤田(1941)

– 問題提起「市町村の財政的自律主義」，佐藤(1968)

– 反駁「みせかけの地方自治」，大石(1973)

– 輸入説への疑問：大正デモクラシーと地方自治，宮本(1968)

⚫ 戦前と戦後の連続/断絶をめぐる所説
– 1930年代「高橋財政」における補助金プラス起債
– 戦時体制下での地方分与税・定率国庫負担金の成立
– 戦後の知事公選，内務省解体，憲法地方自治
– 占領下のシャウプ使節団日本税制報告書
高橋（1976），林（1992），持田（1993）（2021），市川（2012）
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Motivation●○ model/data○○ result○○ discussion○○ concluding○○

標準的な分析手法(VECM)

財政調整fiscal adjustmentとは？

⚫ 外的なショックにより崩れた財政バランスの回復プロセス
– 同じ確率トレンドを有する場合には，VARはそのままでは使えない

– ベクトル誤差修正モデル(VECM)を用いて実証できる．

地方財政分野での研究蓄積
– 米国：Buettner and Wildasin(2006)

– ドイツ：Buettner(2009)

– 日本：Bessyo and Ogawa(2015)

– その他：スペイン，イランなど
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本稿の目的

地方財政史という「古い問題」に新しい光をあて，別の解釈を行う．

⚫ VECMを用いて，戦前の地方財政の行動様式を実証する
– 1885年から1940年までの地方財政を対象

– 計量分析の推定結果を歴史的文脈の中において考察

– 分析データの制約：タイムシリーズ・データ

⚫ 主な結論
– 自己の区域から徴収される自主財源の範囲内で，通時的な予算制約を満たす
「量入制出」的な財政自律主義が活きていた．

⚫ その含意
– 地方自治をめぐる占領期の改革が日本社会に根付いた理由

– 現代地方財政の本質を理解する上での新たな気づき
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Motivation●○ model/data○○ result○○ discussion○○ concluding○○

「集中過程」なき経費膨張

軍事費・準軍事費を除いた政府における平時の固有活動の領域

⚫ 日清・日露戦後，第一次大戦後に膨張
– 戦後経営に関連性がある

⚫ 1920年の反動恐慌から始まり，以後昭和恐慌までほとんど連
続的につづく不況の中でも増勢
– 明治以降の一貫した強兵政策が，世界的な軍縮ムードを背景に鈍化

– 地方財政の側では都市化の進展に伴う近代化投資や疲弊した農村の救済事業
などの歳出要因

⚫ ピーコック・ワイズマンの「転位効果」と「集中過程」

– Peacock and Wiseman(1961).

– 日本についてみるかぎり，支出面での「集中」過程は観察できない．
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地方税健闘と移転財源低位

⚫ 地方税は1878年，地方「三新法」によって形を整えたが，
国税への付加税である地租割，戸別割および家屋税
– 歳入に占める地方税の比重は明治時代には6～8割に達していたが，第
一次大戦以降はその地位は低下

⚫ 地方歳入に占める補助金の割合は，今日の常識に照らすと，
わずかであった．
– 戦前の府県は，国の総合出先機関とされ，官選の知事が行政区画の長官
と地方の執行機関を兼ねることによって中央と地方の行政を〈融合〉

– 所得税は主役の座をめぐり酒税としのぎを削っていたものの，一部の富
裕層が納める税にすぎない
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歳入（構成比）
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地方税

補助金

地方債

交付税

使用料

その他

前年度繰越
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財政変数の定義

⚫ 地方政府の予算項目の定義

𝑌𝑡 = 𝐺𝑡 , 𝑅𝑡 , 𝑍𝑡 , 𝑆𝑡 , 𝐵𝑡
′ (𝟏)

– 利払費を除く歳出𝐺𝑡
– 利払費𝑆𝑡

– 自主財源𝑅𝑡
– 上位政府からの補助金𝑍𝑡
– 地方債収入𝐵𝑡

⚫ 地方政府の財政収支

𝐷𝑡 ≡ 𝑏′𝑌𝑡 ただし 𝑏 = 1, −1, −1,1, −1 ′ (𝟐)

𝐷𝑡 = 𝐺𝑡 − 𝑅𝑡 − 𝑍𝑡 + 𝑆𝑡 −𝐵𝑡 (𝟑)
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motivation○〇 model/data●○ result○○ discussion○○ concluding○○

基本モデル

Buettner and Wildasin(2006), Bessyo and Ogawa(2015)

⚫ ベクトル誤差修正モデル

∆𝑌𝑡= 𝛾𝐷𝑡−1 + 𝑎 + 𝐴1∆𝑌𝑡−1 + 𝐴2∆𝑌𝑡−2 +⋯+ 𝐴𝑝∆𝑌𝑡−𝑝 + 𝑢𝑡

⚫ 歳出の変化の場合，つぎの式を推定

∆𝐺𝑡 = 𝛾𝐷𝑡−1 + 𝑎 +σ
𝑗−1
𝑝

𝛼1∆𝐺𝑡−1 +σ
𝑗−1
𝑝

𝛼2∆𝑅𝑡−1 +σ
𝑗−1
𝑝

𝛼3∆𝑍𝑡−1 +

σ
𝑗−1
𝑝

𝛼4∆𝑆𝑡−1 + σ
𝑗−1
𝑝

𝛼5∆𝐵𝑡−1 + 𝑢𝑡

⚫ インパルス反応関数の割引現在価値 詳細は，補論１

ො𝜋 𝑌 𝑗 , 𝑌 𝑖 =

𝑘≥1

ℎ𝑗𝜌
𝑘𝐁𝑘𝑣𝑖 = ℎ𝑗𝜌𝐁 1 − 𝜌𝐁 −1𝑣𝑖
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定常性，変数間の共和分関係

⚫ （３）式の直観的な解釈
– 異時点間の予算制約が満たされているという条件の下で，各財政変数の変化の源
泉を，自分自身とそれ以外の変数の過去の値に求める．

⚫ 右辺の５つの財政変数の定常性
– 拡張ディッキー＝フラー検定（ADF）表２

– ５つの変数はレベルでは非定常であるが，階差定常（𝐼 1 ）.

⚫ 誤差修正項𝑫𝒕−𝟏の定常性
– 理論的に共和分ベクトルは，先行研究より，既知とする．

– 共和分ベクトルは，(1,－1,－1,1,－1)
– 拡張ディッキー＝フラー検定（ADF）表２

– 単位根をもつという帰無仮説は，５％水準で棄却．
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財政変数のデータソース

資料

⚫ 内閣統計局「帝国統計年鑑」，内務省地方局「地方財政概要」，日本銀行統計局「明
治以降本邦主要経済統計」

データの説明

⚫ すべて一人当たり実質額（1935年基準），タイム・シリーズ，記述統計量は，表3

⚫ 歳出𝐺𝑡：利払費を除く歳出総額

⚫ 自主財源𝑅𝑡：地方税，手数料・使用料，財産収入，繰越金等．

⚫ 補助金𝑍𝑡：国庫支出金と地方分与税

⚫ 利払費𝑆𝑡：地方債の利払費

⚫ 地方債𝐵𝑡：地方債収入
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財政変数の概観

2023/2/8 ©nobuki mochida 13

motivation○○ model/data○● result○○ discussion○○ concluding○○

⚫ 地方財政が自主財源中心に運営されていて，補助金の歳
入に占める割合が小さい
– 最も顕著な特徴は，歳出と自主財源が非常に密接に動いていること．

⚫ いまひとつ顕著な特徴は，地方債収入と利払費が密接に
動いている
– 基礎的財政収支は，バランスしていた．

地方債

利払費

歳出

自主財源

補助金

推定結果

表４　推定結果

自主財源 歳出 地方債 補助金 利払い

自主財源 -0.366 0.114 0.129 -0.114 -0.245

歳    出 0.565 -0.653 0.017 -0.453 -0.412

地方債 0.111 -0.123 -0.972 0.304 0.013

補助金 0.239 -0.179 -0.097 -0.754 0.008

利払い 0.120 -0.248 -0.014 0.297 -0.875

(注)符号がマイナスである場合，変化元と逆方向の反応を示す．カッコ内は標準誤

差．ゴチックは5％水準で有意．「歳出」は利払いを除く

変化元

反応先
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推定結果 (表4の列方向)

⚫ 自主財源が1円減少（⊖）すると，通時的に
– 自主財源⊕0.36，補助金⊖0.23円，地方債収入⊖0.11円，歳出⊖0.56円，利払費⊖0.12円

⚫ 歳出が1円増加（⊕）すると，通時的に
– 歳出と利払費の合計⊖0.9円，地方債⊖0.12円，補助金⊖0.17円

⚫ 地方債収入が1円増加（⊕）すると，通時的に
– 地方債収入⊖0.97円，補助金⊖0.09円

⚫ 補助金が1円増加（⊕）すると，通時的に
– 補助金⊖0.75円，利払費⊕0.29円，歳出⊖0.45円

⚫ 利払費が1円増加（⊕）すると，通時的に
– 利払費⊖0.87円，歳出⊖0.41円,自主財源⊖0.24円

注：黒字⊕⊖は財政バランスを回復する変化，赤字⊕⊖は，通時的な予算制約
をむずかしくする変化
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推定結果の含意

「量入制出」的な財政運営

⚫ 歳出が何らかの理由で増えたときに，自主財源を増やしたり，地方債が増発されたり，補
助金がより多く交付されたりすることはない．

⚫ むしろ自主財源の増減を見込んで，その範囲内で歳出の調節を行うという「量入制出」的
な反応が見られる．

特定補助金のショックに，他の財政変数は反応しない

⚫ 特定補助金が増えても，特定の歳出との紐づけがゆるやかであったため，かなりの部分が
何か（例えば，減税）に流用されていた可能性．

地方債は，ショックに対して財源補填的には，反応しない

⚫ 財政変数以外の何らかの外的要因，例えば金融環境や政党が掲げる積極・消極両政策路線
が関係していることが推察される．

総じていえることは，

⚫ 戦前の日本の地方財政には，自己の区域から徴収される自主財源の枠内で通時的に予算制
約を満たす，素朴な財政自律主義が活きている．
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財政調整の手段 (表4の行方向)

⚫ 歳出はどの変数が増減したときにも，財政バランスを回復する財
政調整の手段として用いられている.

⚫ 自主財源は利払の変化にはある程度反応しているが，補助金と地
方債は財政バランスを回復するための財政調整の手段としてはあ
まり機能していない．

⚫ 経済ショックが起きたときに，通時的な予算制約を満たすために，
「歳入」ではなく「歳出」が財政調整の手段となっている.
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motivation○○ model/data○○ result○● discussion○○ concluding○○

財政調整の手段
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「戦後経営」の補完

地方経費が政府機能の中で果たす役割と，歳出が増減する理由は何
か．

⚫ 初期議会期に，府県知事と府県会はきびしく対立 坂野（1971）

⚫ 日清・日露「戦後経営」を民生面で補完
– 行政当局と地方議会を支配する政党との連携・妥協 坂野（1971），有泉

（1979）

– 義務教育，土木，衛生，勧業

⚫ 第一次大戦後の都市化
– 関東大震災を契機に東京・横浜において近代都市建設 持田（1993）

– 1920年代後半には，大阪・京都・名古屋・神戸・福岡・札幌

⚫ 農村問題
– 過剰生産，農産物価格低落，農家経済の窮乏，金解禁・昭和恐慌

– 「時局匡救」農村土木事業 中村（1985）
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地方税の負担増嵩

地方政府が収支の帳尻を合わせるために重点的に徴収する地方税と，
租税抵抗の形態

⚫ 付加税主義
– 財産収入優先，地租割，営業割の制限外課税

– 戸数割，家屋税は独立税

⚫ 戸数割 田中（1929）

– 明治11年太政官布告第19号「地方税規則」

– 法文上，名称のみ存在．実際の徴収は，府県・市町村の裁量による．

– 府県が市町村に「配賦」し，市町村が「資力」に応じて住民に賦課

– 各戸に等級を定めて，税額を決定する「見立割」で徴収

⚫ 負担構造をめぐる政策対応 大石・西田(1991), 金澤(1984)

– 1921（大正10）年 戸数割規則 「所得」，「住宅坪数」，「資産」

– 1922（大正11）年 臨時経済財政調査会「税制整理案」の答申

2023/2/8 ©nobuki mochida 20
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定率補助金の未成熟

補助金が財政調整の手段として機能しないばかりか，歳出刺激効果
も限定的だった理由は何か．

⚫ 市町村義務教育費国庫負担金制度（1918年）
– 教育特定補助金でありながら，事実上，配分面で地方財政調整機能

鵜川（1986）

– 使途面においても，実態として，税負担軽減に大半が流用

高倉（1963），田中（1929）

⚫ 府県制の性格
– 国の総合出先機関，官選知事，「融合」 天川（1986）

⚫ 所得税の税体系における位置
– 第一次大戦を契機に地租を凌ぐ

– 納税者は，ごく一部の富裕層 林・今井（1994），石（1976）
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motivation○○ model/data○○ result○○ discussion○● concluding○○

金融市場と地方債

地方債は歳出や自主税源のショックに反応しないにもかかわらず，
なぜ地方政府は地方債への依存を深めたか．

⚫ 地方債発行の着実な増加
– 日露戦後の外債発行 持田（1993）

– 第一次大戦から昭和恐慌期 吉田（1953），志村（1980）

– 積極主義を標榜する政友会と，金解禁・緊縮財政を標榜する憲政会が交互に
政権を担当 原（1981）

⚫ 地方債を支えた金融的条件
– 大銀行の支配体制確立，中小銀行没落，大銀行と預金部への遊休資本集中

志村（1980）

⚫ 起債条件の好転
– 利率の低下をとらえた借換

– 償還期限の長期化
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むすび

⚫ 戦前の日本の地方財政では自己の区域から徴収される自主財源の枠内
で通時的に予算制約を満たす，素朴な財政自律主義

⚫ 農村部の町村では議会が達観的に「見立」で賦課する戸数割を増徴し
て収支の帳尻を合わせていたため，上層地主に著しい高負担
– マスグレイブ（Musgrave, R.）がいう意味での歳出・歳入の同時決定の結果というよ
りは，地方税負担の増高に制約された「量入制出」的な財政運営

⚫ 特定補助金が増えても，歳出との紐づけがゆるやかであったため，代
替効果に乏しく，一般交付金のような運用
– 本来の役割を発揮するには，国・地方の経費負担区分を確立した昭和15年の国・地方
を通じる抜本的税制改革

⚫ 第一次大戦後の地方債急増は，第一次大戦をきっかけとする都市化の
進展と，遊休資本の蓄積を背景とした起債条件の好転による

⚫ シャウプ勧告をはじめとする第二次大戦後の,地方自治をめぐる占領改
革が広く受け入れられ日本に根付いた素地
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